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免許状更新講習が実施されたところである。
　食育基本法制定後に各府省が講じた食育の推進に関す
る主な制度は、表５４）に示すとおりである。総務省行
政評価局は、食育の推進に関する政策について総体とし
てどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点か
ら、関係行政の今後の在り方の検討を資するため評価を
行い、その結果を平成27年10月に発表した。評価の対
象とした政策は、食育基本法に基づき作成された「食育
推進基本計画」により取り組まれている食育の推進に関
するものである。この食育の推進に関する政策評価書
の中で、『栄養教諭の配置が学校における食育に関する
体制の整備に関与していると考えられる一方、児童の
朝食欠食率の減少への寄与は明確には把握できなかっ
た。』５）としている。第２次食育推進基本計画の目標値
は平成27年度であるので、今回の評価は27年度の測定
値によるものではないものの、欠食率０％という目標値
は１％台からなかなか下がらない現状にある。この政策
評価書の中に、子どもに対する食育については、「栄養
教諭等の配置による効果を把握することが適当である。」
「食生活学習教材については、更に学校現場の意見を反
映させた内容の充実を図り、その利用を促進することが
適当である。」６）と意見が付されていることからも、こ
のような背景を踏まえたうえで、平成26年度と27年度
にわたり進められてきたスーパー食育スクール（SSS）
での成果や、平成28年度に配布が予定されている「食
育の教科書」のような教材を活用する教育内容も視野に
入れ検討を加えたいと考える。
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